
 

 

海外交流審議会 

 

主管省及び庶務担当部局課 外務省領事局政策課 

 電話番号 (03)3580-3311（代表） 

ホームページ なし 

根 拠 法 令  外務省組織令第 90 条  

設置年月日  昭和 30 年７月 11 日（平成 13 年１月６日に海外移

住審議会から改組） 

所 掌 事 務   

 １．外務大臣の諮問に応じ、海外との人の交流に関する重要事

項を調査審議すること 

 ２．前号に掲げる重要事項に関し、外務大臣に意見を述べるこ

と 

分科会等＜分科会＞ なし 

    ＜部 会＞ なし 

委員＜定数＞ 20 人以内 

 うち常勤 なし 

＜任期＞ ２年 

＜氏名＞ なし 

諮問・答申事項等 なし 

 

 

 

財政制度等審議会 

 

主管省及び庶務担当部局課 財務省主計局調査課 

 電話番号 (03)3581-4111（代表） 

ホームページ  

https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_co

uncil/index.html 

根 拠 法 令 財務省設置法第６条第１項 

設置年月日 平成 13 年１月６日 

所 掌 事 務 

 １．財務大臣の諮問に応じて次に掲げる重要事項を調査審議

すること 

① 国の予算、決算及び会計の制度に関する重要事項 

② 国家公務員共済組合の制度に関する重要事項 

③ 財政投融資制度、財政投融資計画及び財政融資資金に関

する重要事項 

④ たばこ事業及び塩事業に関する重要事項 

⑤ 国有財産の管理及び処分に関する基本方針その他国有

財産に関する重要事項 

 ２．前号①から⑤までに掲げる重要事項に関し、財務大臣に

意見を述べること 

 ３．財政融資資金の債権の条件変更等に関する法律、財政融

資資金法、財政融資資金の長期運用に対する特別措置に関す

る法律、たばこ事業法、国有財産法及び国の庁舎等の使用調
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整等に関する特別措置法の規定によりその権限に属させら

れた事項を処理すること 

分科会等 

＜分科会＞ 

  １．財政制度分科会 

  （所掌事務）国の予算､決算及び会計の制度に関する重要事

項を調査審議すること 

  ２．国家公務員共済組合分科会 

  （所掌事務） 

   ① 国家公務員共済組合の制度に関する重要事項を調査

審議すること 

   ② 国家公務員共済組合法施行令第 11条の３第２項の規

定により審議会の権限に属させられた事項を処理する

こと 

  ３．財政投融資分科会 

  （所掌事務） 

   ① 財政投融資制度、財政投融資計画及び財政融資資金

に関する重要事項を調査審議すること 

   ② 財政融資資金の債権の条件変更等に関する法律、財

政融資資金法及び財政融資資金の長期運用に対する特

別措置に関する法律の規定により審議会の権限に属さ

せられた事項を処理すること 

  ４．たばこ事業等分科会 

  （所掌事務） 

   ① たばこ事業及び塩事業に関する重要事項を調査審議
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整等に関する特別措置法の規定によりその権限に属させら

れた事項を処理すること 

分科会等 

＜分科会＞ 

  １．財政制度分科会 

  （所掌事務）国の予算､決算及び会計の制度に関する重要事

項を調査審議すること 

  ２．国家公務員共済組合分科会 

  （所掌事務） 

   ① 国家公務員共済組合の制度に関する重要事項を調査

審議すること 

   ② 国家公務員共済組合法施行令第 11条の３第２項の規

定により審議会の権限に属させられた事項を処理する

こと 

  ３．財政投融資分科会 

  （所掌事務） 

   ① 財政投融資制度、財政投融資計画及び財政融資資金

に関する重要事項を調査審議すること 

   ② 財政融資資金の債権の条件変更等に関する法律、財

政融資資金法及び財政融資資金の長期運用に対する特

別措置に関する法律の規定により審議会の権限に属さ

せられた事項を処理すること 

  ４．たばこ事業等分科会 

  （所掌事務） 

   ① たばこ事業及び塩事業に関する重要事項を調査審議

 

 

すること 

   ② たばこ事業法の規定及びたばこ事業法施行令第４条

第５項の規定により審議会の権限に属させられた事項

を処理すること 

   ③ エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへ

の転換等に関する法律第 17 条第５項、第 29 条第５項、

第 41 条第５項、第 116 条第４項及び第 120 条第４項の

規定に基づき審議会の権限に属させられた事項を処理

すること 

   ④ 資源の有効な利用の促進に関する法律第 25 条第３項

の規定に基づき審議会の権限に属させられた事項を処

理すること 

⑤ 容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関

する法律第７条の７第３項の規定に基づきその権限に

属させられた事項を処理すること 

  ５．国有財産分科会 

  （所掌事務） 

      ① 国有財産の管理及び処分に関する基本方針その他国

有財産に関する重要事項を調査審議すること 

   ② 国有財産法及び国の庁舎等の使用調整等に関する特

別措置法の規定により審議会の権限に属させられた事

項を処理すること 

 ＜部 会＞ 歳出改革部会、法制・公会計部会、定価等部会 

委員＜定数＞ 30 人以内（学識経験者） 

        うち常勤 なし 

－ 151 －

財
務
省



 

 

＜任期＞ ２年 

＜氏名＞  秋池 玲子（ボストン・コンサルティング・グルー

プ日本共同代表） 

〇安藤 光義（東京大学大学院農学生命科学研究科教

授） 

〇五十嵐 隆（国立成育医療研究センター理事長） 

大槻 奈那（名古屋商科大学大学院教授・ピクテ・

ジャパン(株)シニアフェロー） 

〇翁 百合（（株）日本総合研究所理事長） 

奥田 かつ枝（(株)九段緒方総合鑑定代表取締役） 

亀坂 安紀子（青山学院大学経営学部教授） 

〇加藤 康之（京都先端科学大学教授・東京都立大学

大学院特任教授・京都大学客員教授） 

川口 有一郎（早稲田大学大学院経営管理研究科教

授） 

河村 小百合（(株)日本総合研究所調査部主席研究

員） 

熊谷 亮丸（(株)大和総研副理事長） 

小林 慶一郎（慶應義塾大学経済学部教授） 

佐藤 主光（一橋大学経済学研究科教授） 

関 ふ佐子（神奈川大学法学部教授） 

武田 洋子（(株)三菱総合研究所執行役員兼研究理

事シンクタンク部門長） 

〇筒井 義信（日本生命保険相互会社代表取締役会長） 

土居 丈朗（慶應義塾大学経済学部教授） 
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＜任期＞ ２年 

＜氏名＞  秋池 玲子（ボストン・コンサルティング・グルー

プ日本共同代表） 

〇安藤 光義（東京大学大学院農学生命科学研究科教

授） 

〇五十嵐 隆（国立成育医療研究センター理事長） 

大槻 奈那（名古屋商科大学大学院教授・ピクテ・

ジャパン(株)シニアフェロー） 

〇翁 百合（（株）日本総合研究所理事長） 

奥田 かつ枝（(株)九段緒方総合鑑定代表取締役） 

亀坂 安紀子（青山学院大学経営学部教授） 

〇加藤 康之（京都先端科学大学教授・東京都立大学

大学院特任教授・京都大学客員教授） 

川口 有一郎（早稲田大学大学院経営管理研究科教

授） 

河村 小百合（(株)日本総合研究所調査部主席研究

員） 

熊谷 亮丸（(株)大和総研副理事長） 

小林 慶一郎（慶應義塾大学経済学部教授） 

佐藤 主光（一橋大学経済学研究科教授） 

関 ふ佐子（神奈川大学法学部教授） 

武田 洋子（(株)三菱総合研究所執行役員兼研究理

事シンクタンク部門長） 

〇筒井 義信（日本生命保険相互会社代表取締役会長） 

土居 丈朗（慶應義塾大学経済学部教授） 

 

 

◎〇十倉 雅和（住友化学(株)代表取締役会長） 

南場 智子（（株）ディー・エヌ・エー代表取締役会

長） 

野村 浩子（東京家政学院大学特別招聘教授） 

○藤谷 武史（東京大学社会科学研究所教授） 

○増田 寬也（日本郵政（株）取締役兼代表執行役社

長） 

丸田 健太郎（有限責任あずさ監査法人常務執行理

事） 

宮島 香澄（日本テレビ放送網（株）報道局解説委

員） 

安永 竜夫（三井物産（株）代表取締役会長） 

家森  信善（神戸大学経済経営研究所教授） 

芳野 友子（日本労働組合総連合会会長） 

  若林 茂雄（弁護士）  

渡辺 努（東京大学大学院経済学研究科教授） 

   （委員＜氏名＞については、令和 6年 4 月 1日現在） 

諮問・答申事項等   

・歴史の転換点における財政運営（建議）（R4.5.25） 

・令和４年度財政投融資計画補正等（議決）（R4.11.4） 

・令和５年度予算の編成等に関する建議（建議）（R4.11.29） 

・令和５年度財政投融資計画等（議決）（R4.12.21） 

・令和４年度財政融資資金運用計画の一部変更（議決）

（R4.12.21） 

・令和４年度庁舎等使用調整計画について（議決）（R5.2.22） 
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・令和４年度財政融資資金運用計画の一部変更（議決）

（R5.3.24） 

・歴史的転機における財政（建議）（R5.5.29） 

・令和５年度庁舎等使用調整計画について（議決）（R5.6.13） 

・株式会社商工組合中央金庫の株式の処分について（答申）

（R5.9.20） 

・令和５年度財政投融資計画補正等（議決）（R5.11.8） 

・令和６年度予算の編成等に関する建議（建議）（R5.11.20） 

・令和６年度財政投融資計画等（議決）（R5.12.21） 

・令和５年度財政融資資金運用計画の一部変更（議決）

（R5.12.21） 

・令和５年度庁舎等使用調整計画について（追加議案）（議決）

（R6.2.27） 

・令和５年度財政融資資金運用計画の一部変更（議決）

（R6.3.25） 

 

 

  

－ 154 －

財
務
省


